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２０２５年度事業計画について 

 

自 ２０２５年４月０１日 

至 ２０２６年３月３１日 

 

１．基本方針 

２０２５年度の我国経済は、昨年度に政府が策定した「総合経済対策」の効果が下支えとな

って、賃金上昇が物価上昇を上回り、個人消費が増加するとともに、企業の設備投資も堅調

な動きが継続するなど、民間需要主導の経済成長となることが期待されている。また、政府は

経済財政運営における具体的対策として、最低賃金の引上げ、価格転嫁等の取引適正化、

人手不足に対応する省力化・デジタル化投資の促進、人への投資を含む三位一体の労働

市場改革に取り組むこととしている。この他、地方創生２.０、防災・減災及び国土強靭化等を

始めとする所謂「骨太方針２０２４」に基づき政策対応を推進するとしている。 

一方、日本経済団体連合会は、少子化に伴う人口減少が加速し、需要・供給両面で大き

な制約を受けつつある中で、企業が競争力を強化して事業を安定的・持続的に行っていくた

めには、働き手一人ひとりのエンゲージメント向上を通じたイノベーション創出による付加価

値増大・最大化と生産性の改善・向上が不可欠であるとする。 

こうした中で、当協会は組織体制強化を図り「頼りにされる経営者団体」として、会員の皆さ

んに提供する情報の質と量の増強を図るなど、会員サービスの充実化・事業拡大に取り組む

こととして、２０２５年４月より一般社団法人兵庫県経営者協会として活動を開始したところで

す。法人化の目的及び労務専管団体として改めて「働き手一人ひとり」に着目し、会員の皆さ

んの「人材」「労務」「育成」等に関する課題認識を共有し、その解決に資する事業を企画・実

施してまいります。更に、兵庫労働局、兵庫県、神戸市といった行政機関や連合兵庫等と密

接に連携することで、より実効性の高い諸施策を協働して展開してまいります。また、こうした

活動を通じて、当協会の活動内容や存在意義を協会ホームページや会報誌により広くＰＲ

し、新たな会員獲得にも注力してまいります。 

 

 

２．重点活動項目 

（１）人材確保への取組み 

障害者、高齢者、外国人の採用に繋がる取組、育児や介護を行いながら働く方々が活躍

できる職場環境整備及び若手・中堅従業員の自社定着に結び付く取組など、事業活動に

必要な人材確保のための支援に注力します。 

（２）人事関連制度のブラッシュアップへの取組み 

雇用システム、教育システム、人事処遇制度に関する制度や考え方に関する多くの情報

の収集と開示を通じて、事業活動に適した各種システム構築・制度設計の支援に注力しま

す。 
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（３）実務者の能力伸長への取組み 

会員企業からのニーズの高い職種に関する各種セミナーの開催を通じて、実務能力の伸

長を支援します。加えて、異業種交流会の企画・開催を通じて、実務者の知見拡大の支援

に注力します。 

（４）様々な経営課題への取組み 

リスクマネジメント、環境・エネルギー問題、自然災害など様々な経営課題に関する情報の

提供やセミナー開催、先進事例の視察を通じて、企業を取り巻く様々な課題解決のための

支援に注力します。 

 

 

３．委員会・部会・研究会の活動 

（１）委員会 

①労務委員会 

１）基本的な考え方 

人事労務担当者としての備えておくべき労働諸法令、人事諸制度に関する各種セミ

ナーに関し、兵庫労働局、兵庫県経営法曹会（弁護士）、連合兵庫といった人事労

務関連団体とも連携・協働して開催し、実務能力の伸長を支援します。また、人事労

務関連課題に対する調査・研究・施策を実施します。 

２）具体的内容  

ⅰ）各種労働関連セミナーの企画・開催 

ⅱ）春季労使交渉セミナー 

ⅲ）労使共同研究事業（兵庫県、連合兵庫との共同研究事業） 

ⅳ）処遇改善事業（兵庫県からの受託事業） 

②人材育成委員会 

１）基本的な考え方 

会員企業、特に中小企業会員の人材育成機能を補完・向上を支援することを目的

に、管理職や製造現場の監督者や職場リーダー等の育成・養成に関する事業を実

施します。また、要請に応じて、オ－ダーメイド研修（講師派遣型）の提案、教材販

売、通信教育斡旋により要請元の人材育成を支援します。 

２）具体的内容 

ⅰ）監督者研修会（１回／６月～翌２月） （注）第一監督者研修会を改称 

ⅱ）職場リーダー研修会（１回／６月～翌２月） （注）第二監督者研修会を改称 

ⅲ）異業種合同研修会（主に管理職を対象者） 

ⅳ）オーダーメイド型研修（随時） 

ⅴ）教材「ＷＳＴＣ」の販売（通年） 

ⅵ）通信教育、関連図書の販売斡旋（通年） 
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③中小企業委員会 

１）基本的な考え方 

中小企業が抱える様々な経営諸課題（人事労務関連事項以外も含む）に関して、そ

の課題整理と対応策を研究し、他の委員会との連携も含めて解決に資する施策を

企画・実施します。また、雇用に関して、兵庫労働局、ハローワーク、兵庫県、神戸

市、産業雇用安定センター、高齢・障害者・求職者雇用支援機構（ＪＥＥＤ）といった

関係団体と連携し、雇用種別毎に施策を企画・実施します。 

２）具体的内容 

ⅰ）インターンシップ推進事業（兵庫県受託事業）を通じた企業の採用力強化と人材

確保 

ⅱ）障害者雇用支援事業（兵庫県から受託事業）を通じた障害者雇用の実現（法定

雇用率遵守を支援） 

ⅲ）ワーク・ライフ・バランス宣言企業開拓事業（兵庫県勤労福祉協会からの受託事

業） 

ⅳ）ワーク・ライフ・バランス周知事業（ひょうご仕事と生活センターからの受託事業） 

ⅴ）人事担当者交流会（異業種交流会）（３回／年） 

ⅵ）外国人や高齢者雇用に関する事業 

④総務委員会 

１）基本的な考え方 

企業総務部門にとって重要な経営諸課題に関するセミナー、視察を企画・実施し、

総務部門の機能強化に資する事業を実施します。 

２）具体的内容 

ⅰ）企業防衛（防災・減災、ＣＳＲ・コンプライアンス、反社会的勢力対応など）に関す

るセミナー開催 

ⅱ）健康経営に資するセミナー開催、施設視察 

ⅲ）経営改善視察研究会の開催～兵庫県経済の発展、被災地復興、環境・エネル

ギー対応などから視察先を検討し、様々な情報収集を通じて自社事業の伸長に

活かしていただくことが目的 

ⅳ）総務委員会懇親ゴルフ大会 

ⅴ）会員交流事業 

⑤税経委員会 

１）基本的な考え方 

経理・税務担当者として備えておくべき経理・税務諸法令を体系的に習得できるセミ

ナーを企業側の視点と専門家（公認会計士、学識経験者）の視点で企画・実施し、

実務能力の伸長を支援します。また、若手担当者を中心とした異業種勉強会の開

催を通じて、知見拡大を支援します。 

２）具体的内容 

ⅰ）税経セミナー（３．５時間／回×８回のコース） ＊講師は公認会計士、学識経験

者１２月は大阪国税局、監査法人から特別講師を招聘し、特別講演会を開催 
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ⅱ）経理懇話会（６回／年） ＊講師は学識経験者～経理・税務部門に所属する若

手担当者の異業種勉強会 

（２）部会 

①青年部会 

１）基本的な考え方 

青年経営者、経営後継者、企業幹部が能力開発と相互交友・連携を通じて自社は

もとより地域経済社会の発展に寄与するための活動を企画・実施します。 

２）具体的内容 

ⅰ）役員会／総会（４月） 

ⅱ）正副部会長会議（３～４回／年） 

ⅲ）例会（第２水曜日／月） 

ⅳ）青年部会全国大会への参画（２０２５年度は京都で開催） 

②ＶＡＬ２１ 

１）基本的な考え方 

女性活躍をダイバーシティ＆インクルージョン実現のための第一歩と位置づけ、女

性リーダーや中核人材となりえる活動（研究、相互啓発、スキルアップ）を行うととも

に、女性を始めとする多様な人材が活躍できる環境整備に向けたメッセージ発信を

行います。 

２）具体的内容（中期活動テーマ：女性活躍と女性登用率上昇の推進、女性が働き続け

易い職場づくり） 

ⅰ）総会（４月） 

ⅱ）例会（１回／月） 

（３）研究会 

①むつみ会 

当協会関連の労組を持つ会員企業が指名するメンバーからなる自主的な勉強会。 

５回／年の例会を開催します。 

②梁党会 

食品メーカーの労務部門実務担当者の自主的な勉強会。３回／年の例会及び３回

／年の若手勉強会を開催します。 

③二八会 

企業の総務部門実務担当者の自主的な勉強会。情報交換会で６回／年の例会を

開催します。 

④経理懇話会 

経理・財務部門在籍者の実務担当者相互啓発と学識経験者の助言等による勉強

会。６回／年の例会を開催します。 
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４．主要会合・行事 

（１）定時会員総会（定款第１３条乃至第２０条） 

（一社）兵庫県経営者協会の第１回定時会員総会は２０２５年５月２８日（水）開催。 

（２）定時理事会（定款第３０条乃至第３５条） 

年４回（４月又は５月、９月、１２月、翌３月）開催。なお、臨時理事会は必要に応じて開催。 

（３）常任幹事会（定款第３６条、３７条） 

年３回（９月、１２月、３月）開催。 

（４）講演会（定時総会、理事会、常任幹事会との同日開催） 

年４月（５月、９月、１２月、翌３月）開催。 

（５）会員交流会（定時総会、理事会、常任幹事会との同日開催） 

年２回（５月、１２月）開催。 

（６）会員報告会（１２月理事会、常任幹事会、講演会、会員交流会との同日開催） 

年１回（１２月）開催。 

 

 

５．当協会の友誼団体、県下の諸団体との連携強化 

以下団体との連携強化を通じて、会員の課題解決支援や各種情報提供を実施します。 

（１）友誼団体 

①兵庫県労働委員会使用者委員部会 

②兵庫県経営法曹会 

（２）関係団体 

①兵庫県社会保険労務士会 

②兵庫県行政書士会 

③兵庫県司法書士会 

（３）県下の業界諸団体（当協会の団体会員） 

 

 

以 上 


